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【お問合せ先】
公益財団法人 アジア成⾧研究所（AGI）
担当:谷村 ℡ 093-583-6202

E-mail: asia@agi.or.jp

■HP ⇒ http://www.agi.or.jpからお申込みください。
■お電話 ⇒ TEL:093-583-6202 までご連絡ください。(受付 9:00～17:00)
■FAX ⇒ 下記内容をご記入の上、本紙を送信してください。

HP・FAX・お電話のいずれかにてお申込みください。

【概要】

お申込方法

9/24（火）AGIセミナー
当研究所では、アジア研究に携わる研究者を招聘し、AGIセミナーを開催しております。
ご興味のある方は是非ご参加下さい。（※専門的な内容となります。予めご了承下さい。）

「 防災避難の経済行動学 」

【場所】 公益財団法人アジア成長研究所 6階 会議室

（北九州市小倉北区大手町11-4大手町ビル「ムーブ」6階）

【参加料】 無料 【使用言語】 発表・資料ともに日本語

2019 年9 月24 日 （火） 15:00～17:00

大竹 文雄 氏

【講 師】 大竹 文雄 氏
大阪大学大学院経済学研究科 教授

豪雨災害が頻発するようになってきた。豪雨災害による被害を最小限にするためには、堤防や砂防
ダムの強化というハード面の災害対策が重要である。しかし、全ての住宅地をハードの対策によっ
て災害被害をゼロにすることは、費用面から考えても現実的ではない。災害から命を守るためには、
人々が予防的な避難行動をとることが重要である。従来、避難を促進するために行われてきた手法
は、ハザードマップによる危険度の確認や避難場所を知るという防災知識の教育である。実際、広
島県では2014年の土砂災害を受けて防災教育に力を入れてきた。そのせいかが上がって避難場
所や避難経路を確認した住民の比率は当初の13％から2018年には57%に上昇した。しかし、2018
年7月の豪雨では実際に避難した人の比率は非常に低く、多くの犠牲者が出た。つまり、知識と行
動の間にギャップがあった。そこで、本研究では、このギャップの解消に、行動経済学的手法を使え
ないかを検討した。避難行動を止まらせている様々な行動経済学的なボトルネックを検討し、予防
的避難を促進するメッセージを複数作成した上で、広島県民を対象にランダム化比較試験による効
果検証を行った。分析の結果、社会規範と本人の避難行動の外部性について損失フレームで伝え
るメッセージが避難意思を高める上で最も効果的であった。


